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要約

本研究では，土産物を評価し，購買する上で顧客が重視する要素・属性を明らかにし，新たな土産物（商品）展開をし
ていくための実務的な示唆を得ることを目的に，2つの研究を行った。

1つめの研究では，地域と製造企業の知名度や知覚品質，消費者の愛着といったブランド力と，それらとの商品の適合性
が土産物の購買意向を高めることを確認した。とりわけ，地域と商品間，企業と商品間の適合性は特に購買意向を高める効
果が大きい。

2つめの研究では，地域と土産物の関係性により注目し，地域と商品の適合性を構成する複数の具体的な要素・属性に
ついてコンジョイント分析を用いて確認を行い，地元原材料の使用と地元企業による製造が，地域に対する適合性を考える
上で重要な2 大要素であることを明らかにした。

以上の結果から，新たな土産物を展開する場合，単に地域や製造企業のブランド力を利用するだけではなく，土産物と地
域，製造企業の間の適合性について，消費者にしっかりと伝えていく必要があると言える。そして，地域に対する適合性を高
めていくにあたっては，地域の原材料の使用，地場企業による生産といった要素が重要である。
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I. はじめに
近年，自治体による地域活性化の施策として，あるいは

企業の商品開発の戦略として，地域名のブランド力を利用
した商品の開発・販売に注目が集まっている。経産省によ
る地域団体商標制度の創設（2006 年）や農水省による６
次産業化への補助制度の充実1），地域ブランドの保護を目
的とした地理的表示保護法の施行（2015 年）からも分か
るように，政府もこうした地域のブランド化，地域の特性を生
かした商品づくりを政策として強く推進している。

また，地方においては，少子高齢化による居住人口の減
少を補うための施策として交流人口の増加を目指す動きも
活性化している（平成 26 年度観光白書）。観光客の地
域への誘引や，観光客１人あたりの地域内での消費金額
の向上という切り口からも，地域の特産品や地域ブランド
を活用した商品が果たす役割は非常に大きくなってきてい
る。

現在では，こうした地域産品や土産物の市場拡大に伴
い，大手食品メーカーにおいても地域限定商品を展開する

ことで土産物市場に参入している企業も少なくない2）。今
や土産物市場は，地域の小規模な菓子店からナショナル・
ブランドを持つメーカー，土産物の開発・販売を専門に行
う企業まで様々なプレーヤーがひしめき，競争するマーケッ
トになっている。このような市場状況を踏まえ，顧客がどのよ
うに土産物を選定するかを考える上で重要なことは，顧客
がどうやって地域の商品を評価し，購買しているかを理解
することである。

そこで本論文では，地域の特産品や地域のブランドを冠
した商品の購買動機として最も一般的であると考えられる
土産物を対象に，その評価における地域原産の効果につ
いて議論する。具体的には，まず土産物を消費者が購買
するにあたり，地域や製造企業のブランド力やそれらの商
品との適合性がどのように影響するのかを確認する。次
に，消費者が地域と商品のつながりを認識するために重要
となる属性を明らかにする。そのうえで，地域の特色を生
かした商品である土産物を新たに展開していくための重
要なポイントを提案し，実務的なインプリケーションを得るこ
とを目的とする。
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II. 先行研究レビュー

1. 土産物に関する先行研究
土産物に関する研究は，主に観光学の分野で議論され

てきた（鍛冶 2006）。北川（2001）は日本における観光
の基本的な特徴として土産物の購買があり, 土産物の開
発に特産品を活用することが求められていると指摘した。
同様に，土産物の開発に関して新藤（2000）は，地域性
にこだわったテーマを設定することが最も重要であると指
摘している。

土産物の購買行動に関する研究として，Oh et al.（2004）
は土産物の購買の目的に注目し，土産物は自家消費の場合
と, 他者に贈与する場合の購買パターンが並存することを
確認した。また，大野（1994）はハワードの刺激－反応モデ
ルを活用し，土産物の購買動機の解明を試みている。

このように土産物を対象とした研究は，土産物の持つ機
能や，消費者の購買動機や目的についての議論を中心に
進められている。しかし，こうした議論は，土産物の概念の
整理やマーケティングの枠組みに関するものが中心となっ
ており，それらを裏付けるような定量的な実証研究は少な
い。また，多くの場合，土産物に地域性が重要であること
は指摘されるものの，具体的に何を持って消費者が地域
性を認識しているかについての研究は殆どなされていな
い。

2. 地域ブランドに関する先行研究
地域ブランドに関する研究としては，まずKotler（1996）

があげられる。Kotler（1996）は地域そのものをマーケ
ティングの対象として捉え，マーティングの手法を地域活
性化に活用するPlace Brandingを提唱した。現在では
Place Branding はHannal & Rowly（2011）などに代
表されるような地域そのもののブランド戦略の立案や，ブラ
ンドのマネジメントに関する研究を主流として発展してい
る。

その一方で，日本において地域ブランドは，地域の特産
品から観光地，都道府県，市町村に至るまで様々な次元

で議論され，地域ブランドという言葉には複数の概念や定
義が混在している状態となった。そうした状況を踏まえ，青
木（2004）は地域ブランドを，地域そのもののブランドと，
地域の商品・サービスのブランドに分けて考えるフレーム
ワークを提示し，地域そのもののブランドを企業ブランドと
仮定し，それを傘ブランドとする地域の商品ブランドの展開
を提案した。

本研究では，基本的にこの青木 (2004)による地域ブラン
ドを地域の特性を生かした商品・サービスのブランドと，地
域そのもののブランドに分け，その２つのブランドの関係性
をもって地域の商品を考えるアプローチを取る。

3. ブランド拡張に関する先行研究
青木 (2004)が示したアプローチは，基本的にAaker & 

Keller（1990）によって提唱されたブランド拡張の枠組み
で捉えられる。Aaker & Keller（1990）は親ブランドが新
しく子ブランドを展開する場合，子ブランドが親ブランドに
適合すると消費者のブランドに対する態度が，親ブランドか
ら子ブランドに移転されることを示した。そのため，ポジティ
ブな親ブランドへの態度と，親ブランドと子ブランド間の適
合性の高さはブランド拡張の成功に必要な２大要素として
捉えられている（Keller 2002）。

ブランド拡張の視点で地域ブランドを捉えた研究も複数
なされている。加藤（2005）はブランド拡張の枠組を使い，
地域ブランドを定量的に分析し，その成功条件に地域の
生活スタイルがあることを確認した。竹田・竹内（2010）
は親ブランドを地域，地域の商品ブランドを子ブランドとした
うえで，地域と商品ブランド間の消費者の適合性が重要で
あること，特にサービス財をブランド化することが地域ブラン
ドの強化に効果的であることを明らかにした。

本研究においては，ブランド拡張の先行研究にならい，
土産物の購買について，地域と製造企業のブランド力，そ
れらと商品（土産物）の間にある適合性に注目して議論
する。

4. カントリー・オブ・オリジン（ＣＯＯ）に関する先行
研究
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最後に，関連研究としてカントリー・オブ・オリジン（以降，
ＣＯＯと記述する）について触れたい。ＣＯＯは，製品の原
産地だとイメージされる国や地域のことを指す。ある製品
が海外で生産されているという情報や，製品ブランドの所
有者が海外の企業であるという情報が，消費者やステーク
ホルダーにどのような知覚や態度を抱かせ，購買にどのよう
に影響を及ぼすのかについて，ＣＯＯ研究としてマーケティ
ングの分野では国内外で様々な議論が行われてきた。

恩蔵（1997）は国内外で実施されてきたＣＯＯ研究を
整理し，消費者に原産国として認識される上でポイントとな
る製品にまつわる次元について，①ブランドを有する会社
の本社機能が置かれている国，②製品のデザインが行わ
れる国，③部品や原材料が調達される国，④最終的な生
産が行われる国，⑤製品が消費される国の5つがあるとし
た。

本研究では，このＣＯＯ研究におけるカントリーが表すエ
リアの領域を国家単位から地域単位に縮小し，原産国を
地域原産に置き換えることでＣＯＯ研究の知見を援用す
る。具体的には，恩蔵（1997）の提示したＣＯＯにおける５
つの国の次元を，地域との適合性を消費者が認知するた
めの要素・属性として用いる。

5. 先行研究を踏まえた本研究の構成
以上の先行研究を踏まえ，土産物を評価し，購買する上

で顧客が重視する要素・属性を明らかにし，地域のブラン
ドを冠した商品，土産物を新たに展開していくための実務
的なインプリケーションを得ることを目的に，本研究は以下
の2つのステップで実施する。

まず，研究①として，Aaker & Keller（1990）のブランド
拡張の枠組みをベースに，地域や製造企業が持つブラン
ド力と，それらとの商品の適合性が土産物の購買意向に
与える効果を明らかにする。

次に，研究②では，実務での活用につながるマネジリ
アルな知見を得るために，地域と土産物の関係性により
フォーカスし，地域や製造企業のブランド力を統制した上
で，地域と商品の適合性を構成する複数の具体的な要

素・属性が土産物の購買に与える効果についてＣＯＯ研
究をベースに明らかにする。

つまり，本研究は，研究①を通じて土産物の展開におけ
る地域や製造企業のブランド力，ならびにそれらとの商品
の適合性の重要性を確認した上で，研究②を通じて，地域
と商品の適合性を消費者に知覚してもらうために効果的
な商品の要素・属性を明確化し，地域の新たな土産物展
開に向けた実務的な示唆を得るものである。

III. 研究①：地域と製造企業の 
ブランド力，商品との適合性が， 
土産物の購買意向に与える効果

1. 目的
研究①では，地域や製造企業が持つブランド力と，それ

らとの商品の適合性が土産物の購買意向に与える効果
を明らかにすることを目的とする。

2. 仮説
青木（2004）の概念を用いて，地域そのものを親ブラ

ンドとし，子ブランドとして土産物を捉えた場合，Aaker & 
Keller（1990）が指摘するように，地域のブランドに対する
態度が土産物に移転されることが想定できる。そのため，
まず地域のブランド力が土産物の購買意向に与える効果
について以下の仮説を設定する。地域のブランド力を計る
指標としては，竹田・竹内（2010）を参考に，地域の知名度，
地域への愛着をあげた。また，Dacin & Smith(1994)は，
消費者のブランド拡張における反応は，存在するすべての
商品の品質に依存するとしていることから，地域の商品に
対する消費者の知覚品質も指標として採用した。

仮説 1-1：地域の知名度が高いほど，土産物の購買意
向が高くなる

仮説 1-2：地域の産品全体の知覚品質が高いほど，土
産物の購買意向が高くなる

仮説 1-3：地域に対して消費者が持つ愛着の度合いが
強いほど，土産物の購買意向が高くなる
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現在の土産物市場は前述のように，地場の中小企業か
ら，大手菓子メーカーまで様々なプレーヤーが存在してい
る。土産物は，こうした製造企業のブランド拡張でもあると
捉えることができる。よって，製造企業のブランド力が土産
物の購買意向に与える効果として，地域のブランド力と同
様の指標を用い，以下の仮説を設定する。

仮説 2-1：製造企業の知名度が高いほど，土産物の購
買意向が高くなる

仮説 2-1：製造企業で生産する商品全体の知覚品質
が高いほど，土産物の購買意向が高くなる

仮説 2-3：製造企業に対して消費者が持つ愛着の度
合いが強いほど，土産物の購買意向が高く
なる

Boush & Loken（1991）は，消費者は自身の元ブランド
に対する知覚と拡張商品が適合した時に，拡張商品をより
好ましく認識することを示した。よって，親ブランドとなる地
域，製造企業と土産物の適合性は消費者の土産物の購
買意向に効果があると考えられる。さらに，地域らしさを検
討する上では，地域と製造企業の適合性も検討する必要
があるだろう。そこで以下の仮説を設定する。

仮説 3-1：土産物（商品）と地域の適合性を消費者が
高く認識するほど，土産物の購買意向が高く
なる

仮説 3-2：土産物（商品）と製造企業の適合性を消費
者が高く認識するほど，土産物の購買意向
が高くなる

仮説 3-3：地域と製造企業の適合性を消費者が高く認
識するほど，土産物の購買意向が高くなる

3. 仮説の検証方法

（1） 調査の設計
仮説の検証にあたっては，具体的な地域と企業に紐づ

いた架空の商品（土産物）を設定し，その商品への購買
意向，商品に紐づく地域・製造企業のブランド力，商品と
製造企業，地域間の適合性について調査を行った。架空
の商品の購買意向を目的変数として用いた理由は，実際
に展開されている商品を対象にし，その購買履歴などを目
的変数として用いてしまうと配荷率や店頭プロモーションと
いった要素が大きく影響してしまうためである。

本研究では，観光地として知名度の高い京都と沖縄，特
産品の評価が全体的に高い北海道，果物など特定カテゴ
リーで知名度の高い特産品を持つ山形の4つの地域を
対象に，地域と関連性の高い企業の組み合わせ（山形
―でん六，北海道―日本ハム）を作成した。そして商品に
ついても，地域と関連性が強い組み合わせ（山形―さくら
んぼ，沖縄―ちんすこう），企業と関連性が強い組み合わせ

（でん六―豆，明治―チョコレート）を作成した。本研究
で設定した地域と製造企業，商品の組み合わせを表 -1に
示す。

（2） 調査の項目
研究①では，仮説にもとづき表 -2に示す項目について質

問を設定し，7 件法にて回答を得た。表 -2における質問の
うち「地域名」，「商品」，「企業」には表 -1のそれぞれの

表 -1 本研究の調査における地域と企業，商品の組み合わせと適合性の想定

地域 企業 商品 適合性の想定
地域ー企業 企業ー商品 地域―商品

山形 でん六 山形さくらんぼ豆 〇 〇 〇
京都 明治 京都ミルクチョコレート × 〇 ×
北海道 日本ハム 北海道みかん缶詰 〇 × ×
沖縄 永谷園 沖縄ちんすこうクッキー × × 〇
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組み合わせが入ることに注意されたい。なお，地域・企業
と組み合わせる商品がそれぞれ異なっていることから，商
品の購買意向に回答者のカテゴリーそのものの選好度が
影響することを考慮し，カテゴリーの選好度を確認する質
問を入れている。

（3） 調査の概要
調査は，株式会社マーケティングアプリケーションズの保

有するパネルに対してインターネットを利用して実施した。
有効回答数は，男性 793 人，女性 923 人の1716 人であっ
た。実査期間は2016 年 3月7日～ 10日までの4日間であ
る。

4. 仮説の検証
分析の前提として，それぞれの質問項目への回答につ

いて，クロンバックのα係数を算出した。その結果，全ての
項目のα係数が0.85より大きく，尺度の信頼性に問題が無
いことが確認された。また，バートレットの検定の結果，すべ
ての回答には正規性があるとは言えない結果となった。こ
れは質問の前提として，地域―企業―商品間に関係があ
ると想定される恣意的な組み合わせを設定しているため
である。そのため，地域別・項目別の回答の平均値の差
の検定については，ノンパラメトリックな手法であるクラスカ
ル・ウォリス法を用い，その下位検定としての多重比較に

はスティール・ドゥワス法を用いた。それぞれの質問に対
する地域別の回答結果を表 -3に示す。

まず，地域と商品，企業の組み合わせについて，想定し
ていた通りの消費者の適合性の知覚が得られているかに
ついて確認した。その結果，地域と企業の適合性では，北
海道と山形が他の2 地域よりも有意に大きく，企業と商品
の適合性では，京都と山形が他の2 地域よりも有意に大き
く，そして地域と商品の適合性では，沖縄と山形が他の2
地域よりも有意に大きいことが確認できた。これは想定通り
の結果である。

以上を踏まえた上で，北海道と山形に注目し，その内容
を比較した。多重比較の結果では，いずれの回答結果に
おいても北海道と山形の間には有意な差があることが確
認されている。カテゴリー選好（北海道 4.73 V.S. 山形
4.55）を始めとして，地域のブランド力に関する項目（知名
度，知覚品質，愛着），企業のブランド力に関する項目（知
名度，知覚品質，愛着）は全て北海道の方が山形よりも大
きい。一方，山形の方が北海道よりも大きい項目は，企業と
商品の適合性（北海道 3.89 V.S. 山形 4.41），地域と商
品の適合性（北海道 4.04 V.S. 山形 4.79）のみであった。
しかし，商品の購買意向については北海道よりも山形の方
が大きい（北海道 4.33 V.S. 山形 4.46）。ここから，消費
者の地域商品（土産物）の購買意向に対して，地域や企

表 -2 研究①における質問項目と確認要素（回答は７件法）
把握の目的 要素 調査票の質問

地域への態度
（ブランド力）

地域の知名度 「地域名」は全国的に有名であると思う
地域産品の知覚品質 「地域名」の特産品は品質が高い
地域への愛着 私は「地域名」に愛着を持っている

購買意向 商品の購買意向 私は「商品」を買いたい
カテゴリー選好 カテゴリー選好 私は「商品」のカテゴリーが好きである

企業への態度
（ブランド力）

企業の知名度 「企業」は一般的に良く知られた企業だと思う
企業商品の知覚品質 「企業」の商品は品質が良いと思う
企業への愛着 私は「企業」に愛着を持っている

適合性
地域と企業の適合性 「企業」は「地域名」とつながりが深いと思う
企業と商品の適合性 「商品」は、「企業」らしい商品だと思う
地域と商品の適合性 「商品」は、「地域名」らしい商品だと思う
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業のブランド力よりも，地域と商品の適合性や，製造する企
業と商品の適合性の方が強く影響する可能性が示唆され
る。

続いて，各項目が商品の購買意向に及ぼす影響を確認
するため，商品の購買意向を目的変数とし，その他の適合
性等の各項目を説明変数とした重回帰分析を地域別に実
施した（表 -4）。

まず，地域のブランド力に関する仮説について確認する。
仮説 1-1「地域の知名度が高いほど，土産物の購買意向
が高くなる」は，山形でのみ支持される一部支持の結果と
なった。仮説 1-2「地域の産品全体の知覚品質が高いほ
ど，土産物の購買意向が高くなる」は，山形以外の3 地域
で効果が確認されたため，一部支持された。仮説 1-3「地
域に対して消費者が持つ愛着の度合いが強いほど，土産
物の購買意向が高くなる」も，北海道以外では全て支持さ

れたため，一部支持された。
次に，企業のブランド力に関する仮説を確認する。仮説

2-1「製造企業の知名度が高いほど，土産物の購買意向
が高くなる」は，沖縄と山形で有意な効果が確認されたも
のの，どちらも係数はマイナスであり，企業の知名度が高
いほど商品（土産物）の評価を下げることが確認された。
そのため，仮説 2-1は支持されなかった。仮説 2-2「製造
企業で生産する商品全体の知覚品質が高いほど，土産
物の購買意向が高くなる」は，北海道と山形でのみ効果
が確認されたため，一部支持された。仮説 2-3「製造企業
に対して消費者が持つ愛着の度合いが強いほど，土産物
の購買意向が高くなる」は，沖縄を除く3 地域で効果が確
認されたため，一部支持された。

最後に適合性に関する仮説を確認する。仮説 3-1「土
産物（商品）と地域の適合性を消費者が高く認識するほ

表 -3 研究①の調査結果：各質問項目に対する地域別の回答結果一覧

項目 北海道 
(n=1716)

京都 
(n=1716)

沖縄 
(n=1716)

山形 
(n=1716)

クラスカルーウォリス検定
カイ２乗値 自由度 p 値

商品の購買意向 4.33 
(1.34)

4.79 
(1.31)

4.49 
(1.38)

4.46 
(1.39) 115.26 3 0.000 

***

カテゴリー選好 4.73 
(1.35)

5.40 
(1.34)

4.94 
(1.36)

4.55 
(1.46) 349.84 3 0.000 

***

地域の知名度 6.05 
(1.04)

6.27 
(0.98)

5.95 
(1.16)

3.91 
(1.37) 2538.10 3 0.000 

***

地域の産品の知覚品質 5.50 
(1.12)

5.26 
(1.15)

4.70 
(1.26)

4.52 
(1.20) 746.30 3 0.000 

***

地域への愛着 4.68 
(1.12)

4.84 
(1.15)

4.53 
(1.26)

3.70 
(1.20) 588.25 3 0.000 

***

企業の知名度 5.67 
(1.17)

5.75 
(1.23)

5.66 
(1.20)

4.47 
(1.54) 860.84 3 0.000 

***

企業の知覚品質 5.10 
(1.11)

5.29 
(1.13)

5.11 
(1.15)

4.64 
(1.24) 289.44 3 0.000 

***

企業への愛着 4.58 
(1.24)

4.87 
(1.22)

4.73 
(1.21)

4.11 
(1.41) 327.29 3 0.000 

***

製造企業と商品の適合性 3.89 
(1.38)

4.49 
(1.18)

3.92 
(1.39)

4.41 
(1.21) 321.58 3 0.000 

***

地域と商品の適合性 4.04 
(1.4)

4.53 
(1.24)

5.09 
(1.26)

4.79 
(1.29) 564.36 3 0.000 

***

地域と製造企業の適合性 5.18 
(1.21)

4.17 
(1.20)

3.93 
(1.30)

4.47 
(1.27) 938.12 3 0.000 

***
注１）. p<.10, 　* p<.05, 　** p<.01, 　*** p<.001　　注２）７段尺度による回答の平均値，（）内は標準偏差
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ど，土産物の購買意向が高くなる」，仮説 3-2「土産物（商
品）と製造企業の適合性を消費者が高く認識するほど，
土産物の購買意向が高くなる」は，いずれの地域でも効
果が確認されたため，支持された。仮説 3-3「地域と製造
企業の適合性を消費者が高く認識するほど，土産物の購
買意向が高くなる」は，山形を除く3 地域で効果が確認さ
れたため，一部支持された。

5. 研究①の考察
地域と企業のブランド力に関する仮説は，企業の知名度

を除いてすべて一部支持された。企業の知名度は，分析
結果において有意であった地域では全て係数がマイナス
であった。つまり，知名度が高い大手企業が製造している
ことは，顧客の土産物の選定において不利に働く可能性
があるということである。この理由は，企業の知名度が高く
なればなるほど，特定の地域とのつながりの認知が弱まる
可能性があるためだと考えられる。

全ての地域において共通して有意に商品の購買意向
にプラスの影響を与えているのは，カテゴリー選好を除け
ば，地域と商品の適合性，企業と商品の適合性の2 項目で
あった。また，地域によって有意となった説明変数は異なる
が，いずれの地域においても有意な説明変数の中で適合

性に関する偏回帰係数が最も大きいことは共通している。
以上の結果から，地域と製造企業のブランド力以上に，

それらと商品との間の適合性が消費者の購買意向に対し
てより重要であると言える。いくら地域や製造する企業に
高い知名度や，消費者に高く知覚される品質があったとし
ても，商品にその地域らしさや，その企業がその商品を作
る納得性といった適合性が無ければ，消費者の購買意向
を高めることはできないのである。

IV. 研究②：地域と商品の適合性を構成する 
要素・属性が土産物の購買に与える効果

1. 目的
研究②では，地域と土産物の関係性によりフォーカスし，

地域や製造企業のブランド力を統制した上で，地域と商品
の適合性を構成する複数の具体的な要素・属性が土産
物の購買に与える効果を明らかにすることを目的とする。

2. 仮説
消費者が地域と商品の適合性を認知する要素・属性と

しては，恩蔵 (1997)によるＣＯＯにおける５つの国の次元を

表 -4 研究①の調査結果：重回帰分析の結果

説明変数 北海道 京都 沖縄 山形
偏回帰係数 偏回帰係数 偏回帰係数 偏回帰係数

カテゴリー選好 0.31 *** 0.22 *** 0.27 *** 0.21 ***
地域知名度 -0.04 -0.04 -0.00 0.08 ***
地域産品の知覚品質 0.08 ** 0.10 *** 0.05 * -0.02 
地域への愛着 0.03 0.09 *** 0.10 *** 0.09 ***
企業知名度 -0.02 0.03 -0.05 * -0.08 ***
企業商品の知覚品質 0.10 *** 0.06 . 0.03 0.12 ***
企業への愛着 0.06 * 0.08 ** 0.05 . 0.12 ***
地域と企業の適合性 0.06 ** 0.11 *** 0.15 *** 0.00 
地域と商品の適合性 0.25 *** 0.15 *** 0.31 *** 0.21 ***
企業と商品の適合性 0.22 *** 0.28 *** 0.20 *** 0.25 ***

（定数） -0.30 . -0.34 * -0.62 *** 0.16 
修正済み決定係数　R^2 0.559 0.553 0.575 0.535 

モデル適合度 p=0.000 p=0.000 p=0.000 p=0.000
ｎ 1716 1716 1716 1716

注）　. p<.10, 　* p<.05, 　** p<.01, 　*** p<.001



434 Japan Marketing Academy Conference Proceedings vol.5（2016）

土産物評価における地域原産の効果

援用し，以下の属性を設定した（表 -5）。
②～⑤は，ＣＯＯの考え方について，対象を国単位から

地域単位に置き換えたものである。「①ブランドを有する会
社の本社機能が置かれている国」については，ブランドの
所有を当該地域が強くアピールしているかどうか，という形
に解釈を行い，「自治体の認定の有無」として置き換えた。
これは，ブランドの所有を地域から移転できない地域ブラン
ドの観点から言えば，地域原産の認定などを通じた商品
と地域の関係性訴求の効果を知ることにつながるため，マ
ネジリアルな知見を得る意味で有効である。

ところで，農水省によって「地理的表示保護制度（ＧＩ）」
が2015 年より施行された。これは，地域と非常に強く結び
つき，市場で高く評価される産品の名称 ( 地理的表示 )を
知的財産として保護する制度である。本制度における地
域と産品の結びつきについて，上原（2014）は①原材料
等の地域固有性，②加工・製造技術の地域固有性，③歴
史的な謂れなどによる地域との結びつき，の３点を重要な
ポイントとして挙げている。このうち，①と③については，表
-5の③原材料の生産地，⑤地域の人々の消費の項目でカ
バーしている（歴史的に当該地域で培われた文化であ
る場合，現地の消費と結びついていると考えられるため）。
よって，②の加工・製造技術の地域固有性を「伝統的な
その地域の製法で作られたもの」という属性として採用し，
前述の5つと合わせた6つの要素を消費者が地域と商品
の適合性を認識する重要な要素・属性であると仮定し，
以下の仮説を設定する。

仮説 4-1：消費者が地域と商品の適合性を認識する重

要な要素・属性として，①当該地域の自治体
の認定の有無，②商品の形状やパッケージ・
ネーミングの地域らしさ，③原材料の生産地，
④地元企業による生産，⑤当該地域の人々
の消費，⑥当該地域の伝統的製法による生
産，の6 属性がある

また，上記の6つの属性の中でも地域の気候や風土に
最も強く結びついているのは1 次産品を中心とした③の原
材料であると考えられる（折笠 2015）。そのため，以下の
仮説を設定する。

仮説 4-2：（仮説 4-1で示した）6つの属性の中でも，消
費者は原材料の生産地を最も重視する

加えて，ＣＯＯ研究において，Krishnakumar（1974）は，
出身国あるいは同一文化圏の国の製品は他国の製品より
も良い評価を受けやすいことを指摘している。ここから，当
該地域の出身者や居住者は地域と紐づいた商品の評価
構造がそれ以外の人 と々異なる可能性が示唆される。そ
のため，以下の仮説を設定する。

仮説 4-3：当該地域の出身者・居住者は，そうでなはな
い人 と々異なる土産物の評価構造を持つ

3. 仮説の検証方法

（1） 調査の設計
調査手法は，ＣＯＯの影響を確認するためにEttenson, 

Wagner & Gaeth（1988）が用いたコンジョイント・アプロー
チを採用した。調査対象地域は，研究①において地域の

表 -5　ＣＯＯ研究の５つの国の次元と地域原産を消費者が知覚するための要素として仮定する属性の対応
COO 研究における５つの国の次元

（恩蔵　1997）
地域原産を消費者が知覚するための要素

（本研究で仮定する属性）
①ブランドを有する会社の本社機能が置かれている国 ①当該地域の自治体の認定を受けているか
②デザインが行われる国 ②商品の形状やﾊﾟｯｹｰｼﾞ，ﾈｰﾐﾝｸﾞがその地域らしいものであるか
③部品や原材料が調達される国 ③原材料の生産地がその地域であるか
④最終的な生産（アセンブリング）が行われる国 ④生産する企業がその地域の企業であるか
⑤製品が消費される国 ⑤その地域の人々が消費しているものか
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知名度や，地域の商品に対する知覚品質，愛着等が最も
中央値に近く，一般的であると考えられる山形とした。な
お，仮説 4-3を検証するため，分析においては山形県出身
者・居住者と，それ以外のパネルを分けて分析を行った。

（2） 調査の項目
設定した仮説を検証するため，要因配置法を用いて商

品コンセプトを作成した。L8 直交表を採用し，仮説 4-1で
示した6つの要因（属性）について，それぞれ有り／無し
の2 水準を設定した。仮説に基づく6 属性ならびに，直交
表に従って作成した8つの商品コンセプトを表 -6に示す。
また，実査は表 -6の8つの商品コンセプトごとに商品カード
を作成し，選好順序を回答してもらう順位法で実施した。

（3） 調査の概要
調査は，株式会社マーケティングアプリケーションズの保

有するパネルに対してインターネットを利用して研究①と同

時に実施した。有効回答数は，男性 793 人，女性 923 人
の1716 人であった。そのうち，山形県出身，あるいは現在
居住している回答者は105 名であった。実査期間は2016
年 3月7日～ 10日までの4日間である。

4. 仮説の検証
仮説の検証にあたり，各属性や水準の重要度の推定は

最小二乗法で行った。具体的には，逆転した選好順位を
目的変数とし，各属性を説明変数とした回帰モデルで部
分効用値，寄与率の推定を行った。この分析は，山形県
出身・居住者 105 名（以降，出身居住者と記す）と，それ
以外のパネル1611 名（以降，非出身居住者と記す）を
分けて実施した。分析結果を表 -7に示す。出身居住者
は，土産物選定において，地元企業による製造（寄与率
26.5%）を最も重視し，次いで地元原材料の使用（寄与
率 25.9％）を重視することが分かった。非出身居住者は，

表 -6 研究②　商品コンセプト（6 属性 2 水準・L8 直交表）
属性（６属性２水準） 商品１ 商品２ 商品３ 商品４ 商品５ 商品６ 商品７ 商品８
山形県の県産品の認定 〇 〇 〇 〇 × × × ×
山形県の企業が製造している 〇 〇 × × 〇 〇 × ×
山形県産の原材料を使用 〇 〇 × × × × 〇 〇
山形県の伝統的な製法で作られている 〇 × 〇 × 〇 × 〇 ×
ネーミングとパッケージが山形らしい 〇 × 〇 × × 〇 × 〇
地元（山形）の人が良く食べている 〇 × × 〇 〇 × × 〇

表 -7 研究②　出身居住者と非出身居住者のコンジョイント分析結果

※1）回帰モデルでのＲ^2 値は0.375，p=.000，各属性は１% 水準で全て有意
※2）回帰モデルでのＲ^2 値は0.296，p=.000，各属性は１% 水準で全て有意　
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地元原材料の使用（寄与率 23.4%）を最も重視し，次い
で地元企業による製造（寄与率 19.5%），県産品認定の
有無（寄与率 19.5%）を重視することが分かった。特に
県産品認定の有無は，出身居住者よりも寄与率が6.2ポイ
ント大きく，出身居住者との差異が大きい要素である。

以上の分析結果をもとに仮説を検証する。仮説 4-1「消
費者が地域と商品の適合性を認識する重要な要素・属
性として，①当該地域の自治体の認定の有無，②商品の
形状やパッケージ・ネーミングの地域らしさ，③原材料の生
産地，④地元企業による生産，⑤当該地域の人々の消費，
⑥当該地域の伝統的製法による生産の6 属性がある」に
ついては，出身居住の有無を問わず，いずれの部分効用
値も有意であったことから支持された。

仮説 4-2「6つの属性の中でも，消費者は原材料の生産
地を最も重視する」については，出身居住者では，地元企
業による製造の方が地元原材料使用よりも寄与率が大きく

（26.5% V.S. 25.9%），かつ部分効用値が大きい（0.848 
V.S. 0.831）ため，支持されなかった。しかし，非出身居住
者においては，地元原材料使用が最も寄与率（23.4%），
部分効用値（0.687）が大きく，仮説は支持された。

仮説 4-3「当該地域の出身者・居住者は，そうでなはい
人 と々異なる土産物の評価構造を持つ」は，出身居住者
の方が，非出身居住者と比較して，地元企業による製造を
より重視する（寄与率：26.5% V.S. 19.5%）一方で，県産
品認定の有無（寄与率：13.3％ V.S. 19.5%）はあまり重
視しない傾向にあることなど，2 者間に違いが確認できたこ
とから，支持された。

5. 研究②の考察
地域と商品の適合性を構成するための要素・属性の

中でも，出身・居住の有無に関わらず，地元原材料の使用
と地元企業による製造は重要な要素であることが確認で
きた。そのため，地域が新しく土産物となる地域産品を開
発する場合は，地元の原材料の利用や地元企業による生
産を前提とした商品企画を考えることが重要である。なお，
自治体などによる土産物の認定は，観光客等の非出身居

住者には効果が見込める施策であると言える。
さらに当該地域の出身居住者は，非出身居住者よりも地

元企業の製造をより重視することが分かった。その一方
で，県産品認定は非出身居住者よりも寄与率が6.2ポイン
ト小さく，重視されていない。ここから地域に関する知識
が豊富な出身居住者の場合， 地域の原材料の使用や地
元企業による製造という商品の本質的な地域性により注目
していることが分かる。よって，土産物の企画・開発，販売
にあたっては，地元顧客を対象としたものなのか，それとも
観光客を対象としたものなのか，ある程度ターゲットを絞り
込む必要があると言える。

V. 結果のまとめと考察
本研究では，顧客が土産物を評価し，購買する上で重

視する要素・属性を明らかにし，地域のブランドを冠した
商品，土産物を新たに展開していくための実務的なインプ
リケーションを得ることを目的に，2つの研究を行った。

まず，研究①では，地域や製造企業が持つブランド力と，
それらとの商品の適合性が土産物の購買意向に与える
効果を明らかにした。研究①の結果からは，地域によって
程度の違いはあるものの，地域と製造企業の知名度や知
覚品質，消費者の愛着といったブランド力と，地域，企業と
商品の適合性が土産物の購買意向を高めることが確認で
きた。特に地域と商品間，企業と商品間の適合性は，消費
者の購買意向に対して大きな影響を与える。

ただし，通常のブランド拡張とは異なり，土産物において
は製造企業の知名度は消費者の購買意向に対してマイ
ナスに影響する可能性があることに注意が必要である。
これは，土産物に地域性を求める消費者の意識と，全国
展開される知名度の高い大手企業のブランドとの間にミス
マッチが発生することが要因であると考えられる。

次に研究②では，地域に対する適合性を消費者が認
識する要素・属性として，①当該地域の自治体の認定の
有無，②商品の形状やパッケージ，ネーミングの地域らしさ，
③原材料の生産地，④地元企業による生産，⑤当該地域
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の人々の消費，⑥当該地域の伝統的製法による生産の6
つがあることを明らかにした。加えて，当該地域の出身者・
居住者とそれ以外の人々において，それぞれの属性を重
視する度合いが異なることを確認した。当該地域の出身・
居住者は第一に地元企業による製造を重視し，次いで地
元原材料の使用を重視するが，自治体による地元産品の
認定などはあまり重視しない。一方でそれ以外の人々は，
第一に地元原材料の使用を重視し，次いで地元企業の製
造と自治体の地元産品の認定を重視する。

以上の結果から，土産物の開発・販売に関するマーケ
ティング戦略，コミュニケーション戦略を検討していく上で
は，単に地域のブランド力や製造企業のブランド力を利用
すれば良いというものではなく，商品の地域とのつながりや
地域らしさ，製造する企業と商品の関係性といった土産物
と地域，製造企業の間の適合性について消費者に丁寧
に，わかりやすく伝えていく必要があると言える。そして，こ
うした地域や製造企業と商品の適合性を高めていくにあ
たっては，地域の原材料の使用，地場企業による生産と
いった要素が重要である。なお，自治体による地域原産の
認定は，観光客等の外来者に向けた展開においては効果
的であるといえよう。

VI. 実務へのインプリケーション
ここでは，本研究で得られた知見の実務への活用を目的

として，地域の商品開発，土産物展開に携わる主なステー
クホルダーである自治体と土産物製造業に向けて具体的
な土産物の展開手法について提案を行う。

1. 自治体に向けた示唆
地域の特色を生かした商品を土産物として展開する場

合，地域と商品の結びつきが重要である。よって，地域と商
品を繋ぐストーリー作りが重要となるほか，商品のスペックと
して地場の原材料の利用と地元企業による製造が大切な
ポイントとなる。そのため，原材料となる1 次産品の生産振
興と，それらを原材料として利用する加工事業者とのマッ

チング，あるいは地域内の農林漁業者の6 次産業化商品
の土産物展開が有効である。なお，観光客を対象とする
場合，自治体としての土産物認定や，地元商品認定も効
果的である。

2. 土産物製造業（地元企業）に向けた示唆
消費者は土産物の購買において，製造が地元企業でな

されていることを重視する。特に当該地域の出身者，居住
者の場合，その傾向が顕著であるため，新商品の立ち上
げにおいては地元顧客をメインターゲットにおいた展開も
効果的であろう。また，大手企業と競争する場合，企業の
ブランド力で優位性を築くことは非常に難しいため，地域と
商品の適合性や企業と地域の結びつき，あるいは商品と
企業の適合性を徹底的に訴求し，差別化を図っていく必
要がある。

3. 土産物製造業（大手企業）に向けた示唆
企業の知名度は，土産物を筆頭とした地域の商品の購

買意向に対し，マイナスに影響する可能性がある。そのた
め，大手企業が地域の土産物市場に参入する場合は，既
存ブランドを利用するだけではなく，地域と結びついた新し
いブランドを投入することも検討するべきである。実際にカ
ルビーでは，北海道限定商品としてのブランド（じゃがポッ
クル等）の展開を行っている。また，自社の本社や工場が
当該地域に無い場合など，地域と自社の関係性が希薄で
ある場合は，地域と自社，そして商品間の適合性を高める
ためのコミュニケーション戦略や，地域の原材料の積極利
用を考えることが必要である。

VII. 研究の限界と今後の課題
本研究では，土産物をブランド拡張の枠組みで捉える場

合，地域と製造企業のブランド力だけではなく，それらと商
品の間にある適合性が重要であることを示し，その適合性
を高めるための要素について具体的な知見を得た。しか
し，本研究においては，土産物を対象としていること自体
が一つの限界となっている。地域の特色を生かした商品
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は土産物に限らない。自家消費を目的とした地域ブランド
を持つ商品や，日常生活における地域特産品の購買を対
象とした研究も必要である。また，地域と企業，商品間にお
ける消費者の適合性の認知については，そのコミュニケー
ションのあり方などを含めて，より深堀りした研究が必要で
あろう。

注

1） 具体的な制度については，http://www.maff.go.jp/j/
shokusan/sanki/6jika.htmlを参照のこと

2） 代表的な企業として，江崎グリコ株式会社やカルビー株式会社
があげられる
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